




Confused Interpretations of Neutrality of the Civil Service and 
their Implications:




Textbooks indicate that the civil service is required to maintain political neutrality. 
However, there is no formal interpretation of its meaning, especially in phases of policy-
making where politicians and the civil service work in cooperation; neutrality has been 
interpreted with meanings ranging from detachment to subordination. 
Until the 1960s the Japanese civil service interpreted neutrality as a ‘detachment from 
political parties, representing the common good’, and regarded this as their behavioural 
norm, whereas today’s civil service regard neutrality as inapplicable to themselves. The civil 
service believe that their role is to sincerely serve the ruling party by offering well-informed 
analysis and policy alternatives covering the whole community. They also believe that they 
have an obligation to oppose orders which ignore logic or historical facts but to obey final 
decisions by politicians.
These current beliefs align with the traditional principle of the UK civil service where this 
type of sincerity to the government is expressed as impartiality or neutrality. In the mind 
of the Japanese civil service and politicians, however, neutrality is considered in almost the 
opposite sense.
Such confusion in the interpretation of neutrality when used as a norm is undesirable. In 
this respect, the UK has recently clarified its Civil Service Code to define Impartiality more 
clearly and revised its Ministerial Code to demand that ministers give due weight to well 
informed advice from the civil service. Despite these Codes, a number of senior civil servants 
－ 37 －
have been dismissed by dissatisfied ministers.  Consequently, civil servants have come to 
withhold advice. A House of Commons Public Administration Select Committee reported 
that a good governance code protecting civil servants from being made public scapegoats is 
needed. This British experience suggests that if the expected role of the civil service is not 
one of subordination but that of sincerity as an expert, certain devices to protect those who 

























































まず、2001 年 1 月の省庁再編時の副大臣・政務官の導入に合わせて「国務大臣、副大臣及
び大臣政務官規範」（以下、「大臣等規範」という。）が閣議決定された（数次の改正を経て、




















































報告責任を全うし、国家公務員法（昭和 22 年法律第 120 号）の精神に則り、国民全体










































































の再交代などが続いた後、2014 年 5 月には国家公務員法の改正により内閣人事局が創設され、
幹部人事への官邸の関与が強まった。田中守が積極的中立性を唱えた頃に生まれた世代が各府
省の幹部行政官に到達しつつある30 現在、行政官の「中立性」認識はどう変わったのか。

















































































































































































































































係の 3 規範61 で言えば、B は「分離」、C は「協働」、D は「統制」を色濃く反映している。政
治からの自律性の観点からは、A が最も強く D が弱く、BC はその中間にある。また、ACD
はいずれも政策形成への積極的関与を前提とするのに対し、B は政策形成から距離を置く。さ
らに、田中が批判する「政治からの逃避」という中立性62（真渕の「吏員型」）もあるとされ、
自律性が弱い点では D と共通するが、政策への関与から身を引くという点では D とは正反対、























あり、BE では公務と政治が切り離されている。公務の役割は、A では「公益の判断」、B で
は「価値判断を排除した、法令に基づく平等な執行」、E では「与えられた仕事の機械的実施」












































































（Instructions to the Secretary）にまでさかのぼる。その後、累次の加筆を経て、1997 年、ブ
レア政権下で大臣規範（Ministerial Code）の形となり、政権交代時に適宜見直しが行われて


























次に、行政官が自らの役割をどうとらえているかを見たい。2014 年 10 月、ビジネス革新










































特別顧問に対しても 2010 年 6 月に「特別顧問に係る基本原則」という形で行為規範が策定













































































3 本稿において「行政官」という場合、国家公務員法第 2 条の一般職（同法上の「職員」）を指し、中でも
長期において公務に従事する職業公務員を念頭に置いている。
4 ただし、実際には執行と企画立案とが截然と分けられるわけではない。Pressman, Jeffrey L. and Aaron 
Wildavsky, Implementation（1984）、西尾（1990）参照。
5 「不偏不党」の文言であれば、国家公務員は採用時に「不偏不党かつ公正に職務の遂行に当たること」を
宣誓することとする政令がある（職員の服務の宣誓に関する政令（昭和 41 年 2 月 10 日政令第 14 号））。
また、特定職種の公務員の職務に関する条文として、「その責務の遂行に当つては、不偏不党且つ公平中
正を旨とし」と規定する警察法（昭和 26 年 6 月 8 日法律第 162 号）第 2 条第 2 項がある。
















13 2009 年 3 月 16 日参議院予算委員会での甘利明公務員制度改革担当大臣の答弁
14 2010 年 6 月 1 日参議院内閣委員会での仙谷由人公務員制度改革担当大臣の答弁。
15 人事院（2004）。
16 この方向を明確にしたものとして、明治憲法発布翌日（明治 22（1889）年 2 月 12 日）に行われた地方
長官たちに対する黒田清隆総理大臣の演説「政府ハ常ニ一定ノ方向ヲ取リ、超然トシテ政党ノ外ニ立チ、
至公至正ノ道ニ居ラサル可ラス」がある。







22 前掲書 187 頁。
公務の『中立性』はどう理解されてきたか（嶋田）
－ 57 －











28 村松（1981）240 頁、真渕（2006）143-156 頁、真渕（2010）27-31 頁。
29 前掲第 2 回・3 回調査では「次官・局長級の政治的中立性」に関する質問に対し「厳格に守るべき」「原
則として守られていればよい」「むしろ官僚は積極的な主張をした方がよい」の 3 つの選択肢が用意され、





30 国家公務員法第 34 条第 1 項第 6 号に掲げる事務次官、局長、部長・審議官等を指す。 
31 採用後主として在籍した省庁で記載しており、現在の所属とは限らない。
32 2014 年 6 月以降に本省審議官級に昇任した者につき、各省庁一名ずつ個別依頼を通じて協力を求め、面
談形式で聴取した。
33 他方で、「全体の奉仕者」という意識はあるとした回答者が 4 名いた。
34 「政」のうち特に官邸の影響力が増大していることを 5 名が指摘している。
35 真渕（2006）149-158 頁、真渕（2010）30 頁。
36 真渕（2008）138-139 頁。































































65 この趣旨の答弁の初出は、1998 年 10 月 6 日衆議院内閣委員会の倉田栄喜議員に対する中島忠能人事院
総裁答弁（「いかなる政党が政権をとり内閣を組閣されましても、その内閣にお仕えするというのが民主
政治のもとにおける公務員だと思います。公務員の政治的中立性あるいは行政の中立性と…言われる…
中の重要な要素だと…思います」）。その後の典型例として 2008 年 5 月 21 日衆議院内閣委員会の佐々木
隆博議員に対する谷公士総裁答弁など。なお、2008 年 6 月 5 日参議院内閣委員会では、飯尾潤参考人も
「時の政権には仕えるけれども…内閣が交代すればまた別の方針で働く、そのために専門能力を発揮する
という…意味の中立性」があることを指摘している。
66 注 13 参照。
67 公務研修・人材育成研究会（座長・西尾隆国際基督教大学教授）報告書『新しい時代の職業公務員の育成
－政治主導を支える「全体の奉仕者」像－』（2009 年 2 月）。http://www.jinji.go.jp/kensyuu/houkokusho.html
68 前掲書 11 頁、25-29 頁。
69 ふだん辛口のマスコミ等からの同報告書への好意的な反応として、「人事院が作った『官僚失敗ケース』
の教訓」『テーミス』7 月号（2009）、岸宣仁『キャリア官僚採用・人事のからくり』中央公論新社（2015）、
228-236 頁など。平成 22 年 5 月 25 日参議院内閣委員会での仙石由人公務員制度改革担当大臣の答弁で
も同報告書に言及されている。




















77 政府科学庁策定の政府が外部有識者から助言を受ける際の基準（2010 年 3 月）。
78 バーナム（2010）3 頁。
公務の『中立性』はどう理解されてきたか（嶋田）政策科学 24 － 4, Mar. 2017
－ 60 －
79 村松（1981）187 頁、沖部（2004）11 頁。
80 労働党大臣であったクロスマンの日記（Crossman, R., The Diaries of the Cabinet Minister.（1975-76)）や、
TV コメディ‘Yes,Minister’がしばしば引用される。
81 たとえば 90 年代半ばには、イラクへの武器輸出を禁ずる政府指針があるにもかかわらず、三人の閣外
大臣が企業に武器輸出を奨励し、公務員がこれを補佐したことがスキャンダルとなった。バーナム（2010）
61-65 頁。
82 1980 年財務省入省、2016 年より国際貿易省事務次官。仏財務省への派遣経験もある。







Skills for Government の導入など、「専門スキル」明確化の試みも進んでいる（藤田（2015））。
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